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第 二 に 次 の よ う に 加 え る 。

七 東日本大震災からの復旧・復興及び原子力
災害対策への取組に対する支援
被災地域における復旧・復興に向け、農業
者の集団化、新たな品目や高度な生産・管理
技術の導入及び高付加価値化の推進に対する
支援並びに原子力災害に対応した安全な農産
物の生産等に資するための取組に対する支援
を行う。

第 三 を 次 の よ う に 改 め る 。

第三 普及指導員の配置に関する基本的事項
一 普及指導員の配置
普及指導員に求められる機能が十分に発揮
され、農業者の高度かつ多様なニーズ及び地
域農業の抱える課題への的確な対応が図られ
るよう、普及指導員を配置するものとする。
また、普及指導員の配置を的確に行うこと
ができるよう、普及指導員の任用資格を有す
る者の計画的な養成及び確保に努めるものと
する。
二 農業革新支援専門員の配置
高度な専門性を有し、研究機関、教育機関、
行政機関等との連携強化による専門技術の高
度化や政策課題への対応、普及指導員の専門
分野ごとにおける普及指導活動の総括・指
導、先進的な農業者等からの高度かつ専門的
な個別相談、支援対応等を担う農業革新支援
専門員を、主要な農政分野・技術分野ごとに
配置するよう努めるものとする。
なお、名称が農業革新支援専門員でない場
合には、農業者等に農業革新支援専門員であ
ることが分かるよう配慮するものとする。

第 四 中 「かんがみ 」 を 「鑑み 」 に 改 め 、 同 第 四

の 一 中 「すべて 」 を 「全て 」 に 改 め 、「、今後 」 を

削 り 、「に対する支援を一層強化していく 」 を 「を
支援していく 」 に 改 め る 。

ウ 行政機関との連携
国の重要政策や技術対策を踏まえた迅速
かつ効果的な普及指導活動の実施に努める
ものとする。

第 五 の 一 中 「重点化等 」 を 「重点化 」 に 改 め 、「な
お、これらの普及指導活動の重点化を図る一方、
普及指導員及び市町村、農業委員会、農業協同組
合等の地域の関係機関全体として、地域農業の発
展等に向けた取組を進めるため、関係機関との連
携を確保し、農業協同組合が行う営農指導をはじ

め、各関係機関が担うべき分野を明確にした上で
適切に役割分担を行うよう努めるものとする。 」 及

び 「その際、普及指導員及び地域の関係機関を中
心として構成される普及事業推進のための協議会
等の活用に努めるものとする。 」 を 削 り 、 同 第 五 中

四 か ら 六 ま で を 削 り 、 三 を 四 と し 、 二 を 三 と し 、

一 の 次 に 次 の よ う に 加 え る 。

二 関係機関等との連携
地域の関係機関、試験研究機関、教育機関、
行政機関、民間等との適切な役割分担と一層
の連携強化を通じて、地域農業の振興を図る
よう努めるものとする。
ア 地域の関係機関との連携
地域農業の発展等に向けた取組を進める
ため、市町村、農業委員会、農業協同組合、
金融機関等の地域の関係機関との連携の確
保に努めるものとする。
また、普及指導員及び地域の関係機関を
中心として構成される普及事業推進のため
の協議会等の活用に努めるものとする。
さらに、地域の多様な資源の活用等によ
る地域農業の振興を図る観点から、林業及
び水産業に関する普及指導員、商工会議所
等の農業以外の産業に関する指導機関との
連携の確保に留意するものとする。
イ 試験研究機関、教育機関等との連携
法第四条に規定する都道府県試験研究機
関等及び法第七条第一項第五号の農業者研
修教育施設との一体的な取組の充実強化に
努めるものとする。
また、普及指導活動の課題の内容に応じ
て、独立行政法人、大学、民間企業等を含
め、技術シーズを有する多様な者及び産学
連携に知見を有する者との積極的な連携に
努めるものとする。
さらに、国民の我が国農業に対する理解
の増進及び将来にわたっての農業従事者の
確保に資するよう、行政機関、教育機関、
農業協同組合等が行う農業に関する教育に
対し情報提供等の必要な協力を行うよう努
めるものとする。

〇 農 林 水 産 省 告 示 第 八 百 四 十 六 号

肥 料 取 締 法 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 百 二 十 七 号 ） 第 十 四 条 の 規 定 に 基 づ き 、 次 の 肥 料 の 登 録 は 失 効 し

た の で 、 同 法 第 十 六 条 第 一 項 の 規 定 に 基 づ き 告 示 す る 。

平 成 二 十 四 年 三 月 二 十 九 日 農 林 水 産 大 臣 鹿 野 道 彦

１ 登録番号、肥料の種類及び名称並びに生産業者の名称及び住所
登録番号 肥料の種類 肥 料 の 名 称 名 称 住 所
生第80818号 工業汚泥肥料 工業汚泥肥料メグ１号 日本ミルクコミュニ

ティ株式会社
東京都新宿区富久町10
番５号

生第88386号 工業汚泥肥料 グリーングラス１号 東北デルモンテ株式
会社

岩手県二戸市堀野字大
畑51番地

２ 保証成分量その他の規格（肥料取締法第４条第１項第３号に掲げる肥料にあっては、含有を許さ
れる有害成分の最大量その他の規格）
肥料の名称ごとの保証成分量その他の規格（肥料取締法第４条第１項第３号に掲げる肥料にあっ
ては、含有を許される有害成分の最大量その他の規格）は、次のとおりである。
（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を農林水産省消費・安全局農産安全管理課に備え置い
て縦覧に供する。）

〇 農 林 水 産 省 告 示 第 八 百 四 十 七 号

出 願 公 表 後 に 名 称 変 更 が な さ れ た の で 、 種 苗 法 （ 平 成 十 年 法 律 第 八 十 三 号 ） 第 十 六 条 第 二 項 の 規 定

に 基 づ き 、 次 の と お り 公 示 す る 。

平 成 二 十 四 年 三 月 二 十 九 日 農 林 水 産 大 臣 鹿 野 道 彦

〇 農 林 水 産 省 告 示 第 八 百 四 十 八 号

農 業 改 良 助 長 法 （ 昭 和 二 十 三 年 法 律 第 百 六 十 五

号 ） 第 七 条 第 二 項 の 規 定 に 基 づ き 、 協 同 農 業 普 及

事 業 の 運 営 に 関 す る 指 針 （ 平 成 二 十 二 年 四 月 九 日

農 林 水 産 省 告 示 第 五 百 九 十 号 ） の 一 部 を 次 の よ う

に 改 正 し 、 平 成 二 十 四 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。

平 成 二 十 四 年 三 月 二 十 九 日

農 林 水 産 大 臣 鹿 野 道 彦

第 一 中 「ひっ迫基調にある。 」 の 次 に 次 の よ う に

加 え る 。

このような中、「我が国の食と農林漁業の再生
のための基本方針・行動計画」（平成二十三年十
月二十五日食と農林漁業の再生推進本部決定）
がとりまとめられ、今後五年間で競争力・体質
強化、地域振興に向けた施策を集中展開し、食
と農林漁業の再生を早急に図ることが喫緊の課
題となっている。

また、東日本大震災からの復旧・復興及び原
子力災害対策への取組が新たな課題となってい
る。

第 一 中 「食と地域 」 を 「食と農業 」 に 、「普及指
導員が 」 を 「普及指導員（第三の二の「農業革新
支援専門員」を含む。以下同じ。）が 」 に 改 め る 。

第 二 の 一 中 「の導入 」 を 削 り 、 同 第 二 の 二 中 「生
産コストの縮減 」 の 次 に 「、輸出の促進 」 を 加 え 、

同 第 二 の 三 を 次 の よ う に 改 め る 。

三 人と農地の問題の解決に向けた取組に対す
る支援
人・農地プラン（地域農業マスタープラン）
等の作成の取組に対する支援を行うととも
に、地域の中心となる経営体である家族農業
経営、集落営農、法人経営、新規就農者等の
農地集積、経営発展等の取組に対する支援を
行う。

また、女性の農業経営への参画及び起業活
動並びに高齢者の豊富な知識等を活かした取
組に対する支援を行う。
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